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16．歯科医師

大野 友久
（国立長寿医療研究センター 先端診療部歯科口腔外科，歯科医師）

はじめに

　緩和医療を必要とするがん患者においては，口
腔合併症を抱える患者が多いことが認識されつつ
ある。がんの治療期には，化学療法や頭頸部放射
線治療による口腔粘膜炎や口腔内の炎症，味覚
障害などがしばしば出現し，口腔合併症への対応
はがん治療を円滑に進めるうえで重要な課題のひ
とつと認識されつつある。それに対応する形で，
2012 年に周術期口腔機能管理料と呼ばれる，お
もにがん治療期の患者に対する口腔ケアについ
て，歯科保険診療での対応が可能となった。今後
もますます発展し，地域での連携などシステム整
備も進展するものと思われる。
　一方，がんが進行した段階，つまり終末期がん
患者においても口腔合併症が出現する。しかし残
念ながら，周術期口腔機能管理はがんの治療期の
みに適用されており，終末期がん患者の口腔ケア
には今のところ適用されていない。終末期がん患
者においても，口腔合併症を抱える患者は多く，
口腔の症状緩和を目的とした口腔ケアも実は必要
である。
　本稿では，われわれが 2012 年度に厚生労働省
科学研究費補助金を受けて実施した調査結果を中
心に，終末期がん患者における口腔合併症とその
対応の現状について記載した。

終末期がん患者における口腔合併症 
発症頻度

　終末期がん患者の口腔についての報告は海外で
はいくつかあるが，わが国では岩崎ら 1）が報告
している。それによると，ホスピス入院患者の

口腔内状態を評価したところ 142 名が対象とな
り，そのうち 80％に歯周疾患が認められ，舌に
付着する汚れである舌苔の付着が認められる者
が 64％，口腔乾燥が 37％，口腔清掃状態不良が
30％に認められたと報告している。また，経時的
にも評価しており，死亡直前（平均 3.8 日前）の
時点で死亡前 4週の時点での評価と比較して増加
率の高かったものは，口腔乾燥 +62％，清掃不
良が +56％であった。
　したがって，終末期がん患者においては，口腔
乾燥が多くの患者に認められ，死期が近づくにつ
れて悪化することが分かる。また，口腔清掃状態
も不良となりやすいことも分かる（表 1）。

終末期がん患者の口腔ケア

　前述のように，終末期がん患者の口腔内環境は
悪化しやすく，良好な状態を維持する，あるい
は改善する場合には口腔ケアが必要不可欠であ
る。終末期がん患者においては ADL（activities  

of daily living）の低下もあり，自力での口腔清掃
が困難になる患者も多く，緩和医療領域における

表 1　口腔内合併症の頻度 1)（抜粋，一部改変）

入院時N(%) 死亡前増加率

歯周疾患
なし 28 (20%)

+0%
あり 114 (80%)

舌苔
なし 51 (36%)

+22%
あり 88 (64%)

口腔乾燥
なし 89 (63%)

+62%
あり 53 (37%)

清掃不良
なし 99 (70%)

+69%
あり 43 (30%)
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口腔ケアは看護師により介助で実施されることが
多い。もちろん，看護師による口腔ケアは非常に
重要であり，忙しい看護業務の中ではあるが，よ
り充実した対応が求められる。
　しかし，中には歯科口腔疾患を合併するなど，
対応に歯科的知識や技術を必要とし，看護師のみ
では対応困難な場合も多い。たとえば，口腔カン
ジダ症は終末期がん患者において，ステロイドの
長期投与や口腔乾燥症の進行が要因となり，しば
しば認められるが，診断や処方が必要であり，歯
科医師の介入が必要である。また，るい痩が進む
と口腔内の状態も変化して義歯が不適合となり，
装着困難になることもある。この場合も義歯修
理・調整が必要であり，歯科介入が必要となる。
また，口腔内は複雑な構造をしており，口腔に関
する専門的知識をもつ歯科衛生士による口腔ケア
の実施が必要なケースも多く認められる。した
がって，歯科医師，歯科衛生士などの歯科医療従
事者の積極的な参加が望まれる。

歯科医療従事者介入の現状

　2012 年度厚生労働省科学研究費補助金「歯科
介入型の新たな口腔管理法の開発及び介入効果の
検証等に関する研究報告書」2）において，われわ
れは緩和医療の現場で働く医師・看護師におい
て，歯科医療従事者を必要と感じている者は 9割
以上にのぼると報告した（表 2）。本報告書にお
いては，調査票を使用して日本国内の病院にお
ける緩和ケア病棟 244 施設，緩和ケアチーム 192
チームの計 436 件を対象に調査を実施している。
計 212 件（回収率 48.6%）の回答を得ており，回
収率的には日本における緩和医療の現場の声を完

全に反映するものではないが，少なくとも約半数
は歯科医療従事者の介入を望んでおり，ニードの
大きさを示しているものといえよう。
　また，実際に医師・看護師らが歯科医療従事者
に対応を依頼できるかどうかについても報告して
いる（表 3）。回答者の 70％がいつでも歯科の利
用が可能と回答しているが，残りの 30％につい
てはときどき可能以下となっている。また，週
に 5日以上歯科が利用可能（つまり，ほぼいつで
も可能）とする回答者は 40％にすぎず，即時の
介入が困難な施設・病院もあるということが分か
る。終末期がん患者の場合，生命予後が限られ，
時間的な猶予が多くはないため，迅速な対応が求
められる。限られた時間の中で QOL（quality of 

life）をなるべく維持することは，特に重要であ
ると考えられる。
　したがって，歯科の介入についても迅速に行わ
れるべきであろう。その意味では，週 5日以上の
歯科利用が可能という選択肢が 40％しか選択さ
れなかった，ということは今後改善すべき結果で
あろう。また，利用している歯科医療従事者の診
療形態としては，院内併設の歯科が 59％であり，
残りは地域の開業歯科医師が病院に訪問して実施
する歯科訪問診療となった。歯科訪問診療での対
応ももちろん必要であるが，外部からの訪問であ
るかぎり時間的な制約がどうしても大きいため，
迅速な対応が可能となるよう，院内歯科での対応
が望まれる。

表 2　緩和ケアにおける歯科のニード 2)（一部改変）

N(%)

絶対必要 79 (37%)

とても必要 67 (32%)

必要 51 (24%)

どちらかというと必要 14 (7%)

どちらかというと必要ない 0

不要 0

表 3　緩和ケアにおける歯科利用の可能性 2)（一部改変）

N(%)

歯科利用の可能性

いつでも可能 149 (70%)

ときどき可能 55 (26%)

不可能 5 (2%)

歯科利用の頻度

5日以上/週 85 (40%)

2～4日/週 46 (22%)

1日 /週 45 (21%)

1日 /2週 7 (3%)

1日 /月 7 (3%)

利用できない 8 (4%)

利用している歯科の
診療形態

院内歯科 125 (59%)

歯科訪問診療 81 (38%)
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院内歯科，病院歯科の問題点

　終末期がん患者への歯科的対応においては，院
内歯科での対応が有利であることは間違いない
が，現在のわが国の病院における歯科，あるい
は口腔外科の設置頻度は低い。全国には病院が
7,587 あるが，そのうち，歯科を併設する病院は
約 1,300 程度といわれている（2012 年現在）3）。
緩和ケアチームや緩和ケア病棟をもつ病院がこの
中にどの程度含まれているか実数は分からない
が，前述の院内併設の歯科を利用できる病院が
59%（125 件）であるとの調査結果から判断する
と，少ない数であるのは間違いないだろう。
　したがって，理想的には院内歯科の利用率が上
がることであるが，現時点では歯科訪問診療を活
用して，可能なかぎり迅速に終末期がん患者の口
腔内合併症や歯科的な問題に対応することが現実
的に有効な手段であるといえよう。

歯科医師，歯科衛生士の緩和医療への関与

　報告書においては，緩和医療に携わる歯科医
師・歯科衛生士は，専門職として10年以上のキャ
リアをもつ経験年数が豊富な者が多い結果となっ
た。緩和医療における歯科的対応は，基本的な歯
科診療技術をもったうえで，さらにがん終末期や
緩和医療についての理解も必要とされるため，経
験年数が豊富な者が多いのであろう。
　また，処置内容としては口腔ケアが多い結果と
なったが，前述の通り，終末期がん患者において
はセルフケア能力の低下により，介助による口腔
ケアのニードが高くなるためと考えられる。義歯
治療や抜歯・消炎・外傷も多い結果となった。義
歯については前述の通りである。抜歯などの積極

的な観血的歯科治療を実施することは少ないが，
歯周病の進行による動揺歯などで疼痛が生じてい
る場合は，残された時間の QOLをなるべく高く
するために，患者の全身状態や QOLなどを十分
考慮したうえで抜歯を選択することはあるであろ
う。

おわりに

　緩和医療を必要とする終末期がん患者におい
て，口腔合併症の発生頻度は高く，看護師らとの
協力の下，歯科医療従事者の介入が必要であると
思われる。終末期がん患者の QOLを改善・維持
することは重要である。口腔内環境を良好に保
ち，ヒトの根源的な喜びである経口摂取を支援す
ることは，生命予後の限られた中だからこそより
いっそう意味があるものと考えられる。
　したがって，歯科医療従事者の積極的な参加が
望まれる。そのためには，緩和ケアチームに歯科
医師，歯科衛生士が含まれるのが理想であるが，
そのようなケースは残念ながら現状では稀であ
る。終末期がん患者の口腔に関する緩和医療を実
施する際，歯科医師，歯科衛生士を含めたチーム
での対応が，より質の高い緩和医療の提供に繋が
ると考えられる。今後の課題であろう。
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